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わが国の教育改革は， 1984～ 87 年の臨時教育審議会以降，多様化と個












                                                  
1本研究が「教員の仕事」という語を用いる理由は 2 つある．1 つは，藤田ほ


















































本研究は，序章，文献レビューの理論編 (第 1 章と第 2 章 )，事例研究の







続く第 2 章では，第 1 章の結果を踏まえて，本研究の目的を実現するた
め，理論的枠組みの構築を行った．  
第 3 章と第 4 章は，総合選択制高校 (A 高校 )における事例研究である．
高校教育改革の先駆的存在である A 高校は，従来校の 3 倍規模であり，
生徒は自分自身の興味，関心によって授業を選択でき，従来校とは異なる
システム (例えばハウス制 )を持つ．  
第 3 章では，次に続く研究の前段階として，教員 31 名を対象にインタ
ビューを行った．ハウス制という複雑な環境下における教員同士のコミュ
ニケーションがどのようなものであるかを素描した．  
第 4 章では，学校でのフィールドワークと教員 13 名を対象にインタビュ
ー調査を実施し，教員から捉えた学校組織の課題を明らかにすることを試み
た．分析には，組織活動を 1 つのシステムとして捉える TOC(Theory of 
 3
Constraints)理論 3を用いて，問題の根本要因を検討した．   
第 5 章と第 6 章は，芸術系の単位制高校 (B 高校 )における事例研究であ




第 5 章では，教員 7 名を対象としたワークシート調査とインタビュー調査
を実施した．ここでは，特にワークシート調査結果を中心に分析を行い，そ
の補完としてインタビュー調査の結果を照合させた．  


















                                                  
3  TOC 理論とは，エリヤフ・M・ゴールドラットにより 1970 年代に開発さ
れた思考プロセスの理論であり，欧米を中心に 1990 年代から製造業をはじ
めとする様々な産業分野で導入され，生産方式を改善し成果を挙げてきた (小
林 2000， http:/ /www.toc-japan.com/) ．  
 4
 第 1 章 本研究の背景 
 





を明らかにする (表 1-1)．まず第 1 章で①の先行研究を取り扱い，続く第
2 章で②の先行研究について述べる．   









































2. 企業組織に関する先行研究  





















(出口 2004，佐藤・山田 2004)．  
 
2.2. 組織観が表現するもの  
組織研究は，研究者の組織観によって研究視点やアプローチが異なって
くる．金井 (1999)は組織観を 10 種類に












面的かつ具体的なもの (行為 )とその背後にある観念 (価値規範 )から構成さ
れるものであり，両者のあいだのきわめて複雑な相互関係において理解さ




















改善研究と内容が最も関連すると考えられるこの 2 領域とした．  
組織文化の形成・変革の方法や組織の環境適応のプロセスを分析するた
めの枠組みを検討したものに加護野 (1982， 1983)がある．岸田 (1994)は，
組織変革のプロセスを包括的に説明する枠組みを検討している．両者とも



















吉田 194 事例研究 NTTの民営化に伴い，職能別組織から事業部制へ組織変革が行われたが，その起因，過程と組織に内包されている種々 の「慣性」を記述した．
井上 194 事例研究 トヨタのフラット化組織改革についての変遷とそれに伴う変化への対応について記述した．
丹羽 194 事例研究 河合塾の教務組織の成り立ちや変革について説明した．









































































3. 教員組織に関する先行研究  
日本において，教員組織に関する研究は，先述の企業文化研究と同様に




3.1. サーベイ型研究  
―教員文化の特性と傾向を明らかにする―  
第 1 に，教員へのサーベイ (質問紙調査法 )によって日本の一般的な教員
文化の構造を解明した研究がある．例えば永井 (1977)，久冨 (1988，1994)，
















































(1995)，露口 (1998)，瀬戸 (2003)などがある (表 1-4， 1-5)．  
酒井 (1998)は，教師の多忙化という深刻で重要な問題について，その実
態と多忙化を存続させている要因を明らかにする研究を行っている．また，






朴 195 0 「自己組織性」の意味を明らかにし，学校経営分野における理論的，実践的研究への寄与可能性と諸課題について概観した．
朴 1997 0 学校経営における「自己組織性」を考える上で，確認するべき諸事項について論じた．
耳塚 198 0 これまで学校組織への社会学的アプロー チが何故行われてこなかったのかを先行研究のレビュー により明らかにし，今後社会学的アプロー チを行うことにより何が意味されるのかを検討した．
矢藤 2000 0 学校組織の経営と教師の役割のよりよいあり方を示すため，組織論の政治的なアプロー チを検討した．
篠原 207 0 教師の相補的「実践」に着目したJ・スピラー ンの「分散型リー ダーシップ理論」のを分析枠組みとして，学校改善の動的な営みを解明する意義と可能性を検討した．
永井 1977 1 教員 教員が同僚としてどのような教師の行動特徴を肯定的，或いは否定的に評価しているかを質問紙を用いて調査した．結果，教員文化の根底をなしているのは「同僚との調和を第一にする」ことであった．
中留・露口 197 1 教員 学校文化に学校改善の質や方向性を規定する要因があると仮定し，校長(管理職)と教員への意識調査を行い，文化的要因の特性にどのような差異があるかを実証的に明らかにした．
吉田 205 1 教員 高知県の高校の教員を対象に行った悉皆の意識調査で，内容は「生徒による授業評価」についてを問うことにより，教員文化の内部構造を明らかにすることを試みた．




全体 エスノグラフィ的フィー ルドワー クを行い，教職と教員文化の現状と特徴を明らかにした．
露口 1998 2 校長 ある校長(1名)を対象として，校長の職務実態と責任構造を明らかにした．
原田 201 2 学校全体 A中学校の教師文化とその変化の過程をプロセスを通して記述した．








野嶋 207 2 教員
教員(13名)に対してインタビュー を行い，教員が日頃業務上で感じている問題をTOC理論を用いて構造
化し，教員の当該学校のシステムに関する課題認識を検討した．
佐古 1999 3 教員 教師の省察と教員間の協働を支援する学校改善プログラムの構想の検討．
佐古 203 3 教員 1999年の学校改善プログラム(「ふりかえりシート」という独自の省察を促すシートを使用)を小学校の学級経営に関わる問題を対象に実施．
佐古・中川 205 3 教員 小規模小学校を対象に，学校組織開発プログラムを導入．教員による学校の教育課題生成と共有化を対象として分析，検討されている．























油布 1988 1 教員集団を実型，葛藤型，停滞型，ぬるま湯型の4タイプに分類した．





岡東 1990 0 学校組織文化と管理者のリー ダーシップの関係を考察し，学校組織の改善への示唆を求めた．組織論を概観した．
稲垣・久冨 1994 0，1，2教員文化を歴史的研究からフィー ルドワー ク研究まで多角的に検討した．
佐藤(学) 1994 0 日本の教員文化の構造を文献研究によって明らかにした．







岡東・福本 2000 1 管理職のリ ダーシップに焦点をおいた研究．
児島・天笠 2001 0 管理職のリー ダシップに焦点をおき，組織マネジメントのあり方について検討を行っている．






*研究タイプ： 0 文献レビュー ，1 質問紙，2 フィールドワーク型，3 アクションリサ チー型．
 13
究の成果と課題を検討してきた．本節では，この 2 つの研究を繋ぐ第 3
の研究の必要性を指摘する．第 3 の研究とは，より実践的に教員組織の課
題を改善することを取り扱う研究である (表 1-4，1-5)．例えば，油布 (1990)，

































徴は，以下の 4 点である．  
① 組織目標(教育目標 )  の曖昧さ・多義性  
② 教育活動を効果的に遂行しうる技術の多様性，不確実性  

















(d)ネットワーク組織， (e)ハイパーテキスト型組織の 5 つに分けることが
できる． (a)職能制組織は，開発，工場，営業といった職能分野別に大き
く組織が分かれるものである (金井 1999 p.138)． (b)事業部制組織は，製











これらの 5 つの組織形態を本研究の調査対象の高等学校の教員組織 (A
高校，B 高校 )と比較して，教員組織の特徴の検討を行う (表 1-6)．   
〔学校の概要〕  
■A 高校 首都圏近郊に 1984 年に設立された全国初の総合選択制の普通
科高校． 15.5 万平方メートルの広大なキャンパスと設備施設を持ち，生




育，芸術，生活科学，情報経営系 )に属している．   
■B 高校 首都圏近郊に 2000 年に設立された全日制の単位制高校．生徒
は， 4 つの専門学科 (美術科，音楽科，映像芸術科，舞台芸術科 )に属して
いる．特に映像芸術科と舞台芸術科の設置は，公立高校において全国で初．
学校規模は，男子 60 名，女子 433 名の計 493 名，教員 (常勤 )37 名，非常
勤講師 70 名，職員 7 名 (2004 年度 )である．  
この A 高校，B 高校において学校運営を支える教員組織は，主に校務分
掌，各種委員会，学科 (学系 )，教科，学年の 5 つであった．この 5 つの教
員組織を表 5 のように，類似であると考えられる企業の組織形態と対応さ






















2 つの基準を持っていることが推察され，そのことが表 1-6 のような企業
と学校の組織形態の対応関係を生み出していると考えられた．  
 








施の 3 点の重要性と必要性が明らかになった．第 2 に，教員組織と企業組
織の形態の比較を行った結果，学校組織は，企業組織の社員の職能にあた
るものとして，教員の専門教科と校務分掌を，また製品にあたるものとし






 第2章 本研究の問題と目的 
 










2. 問題  


























タイプの高校 2 校で調査を行っている．  
 1 校目は，先述の高校教育改革の 1 つとして， 1984 年に首都圏近郊に
































































あった．本研究がこの 3 点を重視する理由を次に述べる．  
 ①教員に着目するのは，生徒だけでなく教員もまた学校組織を構成する
大きな要因であり，かつ改革の成果を生徒まで届ける重要な役割を担う存













































































 第 3 章 総合選択制高校における事例研究 Ⅰ  
 
1. はじめに  
第 3 章と第 4 章は，高校教育改革の先駆的存在である総合選択制高校 (A
高校 )における事例研究である．  
A 高校は，全国初の総合選択制の普通科高校である．15.5 万平方メート
ルの広大なキャンパスと設備施設を持ち，生徒，教職員数においては，従




















                                                  




























 1999 年 9～ 11 月の間約 35 日
間であった．  
 
3.2. 調査校の概要 5 
A 高校 (総合選択制普通科 )は，生徒数，教職員数が従来校の約 3 倍規模
の大規模校となっている．教職員数は， 195 名 (1999 年 4 月現在 )である． 
 A 高校が採用するシステムは 6 つある (表 3-1)．次に主なものを改めて
説明する．  
「ハウス制」とは，大規模校で犠牲になりがちな人間関係を保障するシ
ステムである．ハウスと呼ばれる 6 つの建物によって職員室 (ハウスセン
 25
                                                  



















3.3. 調査協力教員  
 A 高校での勤務年数，担当教科，所属ハウスにできるだけ偏りがないよ
うに配慮した，教員  31 名 (非常勤講師 1 名を含む )であった．対象者の勤
務年数は， 1～ 3 年勤務の初任者が 10 名， 4～ 10 年勤務の中堅が 13 名，










る HR7を運営する役割を持つと考えたためである．  
 
4. 方法  
4.1. インタビュー調査  

























                                                  










ンは密に取り合っている (M 先生 )．」  
 
A 高校では，授業が選択制のため HR での授業が極めて少なく，そのた
めに生徒の人間関係構築に支障をきたさないようにハウス制を採用し，そ

















なか実行するまでには至らない (E 先生 )．」  
 28





















題を抱え込んでしまう (J 先生 )．」  
 
では，何故担任は孤立して問題を 1 人で抱え込みがちになるのであろう
か．下記の Y 先生の回答にその理由がよく表されていた．  
 




(Y 先生 )．」  
 
「 (三年間担任持ち上がり制について )いいと思う． (しかし )何かあっ
たとき，バックアップする体制が出来ていない．問題を抱え込んで，


















が所属する学系である場合には，HR の生徒のことで相談する．  
 
「副担任は 1 年ごとに教員が変わることが多いので，担任と相談し
て何かを進めるといったことはない (相談しない )(  E 先生 )．」  
 
「担任は，副担任に援助してもらわなくてもやっていける．各 HR に



























する (Z 先生 )．」  
 
また，A 高校では，下記の発言にあるように，生徒に学系を決めさせる
1 年次に卒業後の進路先を含めた指導が徹底して行われるため， 3 年次で
の特別な進路指導は行われていない．また，各担任が 1 年次に学系を決定
                                                  











「 3 年次は，進路のことであまり手間はかからない．一方，1 年次は
学系選択があるので正念場になる．進路のことは，学系や進路担当の









を読ませて感想を提出させたりしている (T 先生 )．」  
 
③生徒について  
 教員から見た生徒との距離については，HR よりも，部活や学系 (特に少





                                                  
9  生徒全体数の約半数を占める．  
 32
































同じハウス内であれば，従来校と変わらないぐらいである (W 先生 )．」 
 





















⑥A 高校の特徴について  
 本節では，教員が認識している A 高校の特徴について述べる．  
HR を担当する教員にとっては，学年団がないことが最も従来型の高校
と違うと感じる点であるようだ．A 高校の年次団は，全 6 ハウス 1 年次
                                                  
10 このような職員会議のあり方は，A 高校に限らない．中教審答申 (平成 10



















動いているのではなく，生徒のモラル (良心 )に依存 (それを前提 )とし
ている．もし，生徒のモラルが低下すれば，危うい．仕方ないことだ







れていることの 2 点が推察された．ここから，全ハウス (全学 )単位では，
生徒，教員ともに関係性が希薄であることも推察された．  
                                                  
11 生徒の出欠は各授業で教員が行い，カードにマークし，コンピューターに
入力する．担任が生徒の出欠状況を把握できるのは 1 週間後となる．  
 35
 第 4 章 総合選択制高校における事例研究 Ⅱ  
 
1. はじめに  






















 TOC 理論は，エリヤフ・M・ゴールドラットにより 1970 年代に開発さ
れた思考プロセスの理論であり，欧米を中心に 1990 年代から製造業をは
じめとする様々な産業分野で導入され，生産方式を改善し成果を挙げてき




























TOC 理論を援用して分析することが適切であると考えられた．  




















4. 対象  
4.1.  調査期間  
2001 年 7 月下旬～ 11 月初旬であった．  
 
4.2.  調査校の概要  
調査校の概要は第 3 章と同じであるが，本研究の調査研究時点での生徒
数は 2882 人，教職員数は 222 人 (2001 年 5 月 1 日現在 )であった．  
 





の主旨の説明を行い，協力を依頼し，協力の申し出のあった教員 13 名 (女
性 5 名，男性 8 名 )に対して調査を実施した．これらの教員の A 高校での
勤務年数 (2001 年現在 )は， 1 年 1 名， 2 年 1 名， 3 年 3 名， 5 年 4 名， 7





5. 方法  
5.1.  インタビュー  
教員が日頃どのような問題を認識しているかを明らかにするため，各教
 38
員に 1回 30分～ 60分のインタビューを 3回行った．インタビュー内容は，




















5.3.  分析手順と方法  
TOC 理論の現状問題構造ツリー (Scheinkopf 邦訳 2004)を援用して分析
を行った．分析手順を次に示す．  
① 教員のインタビューデータを文字化する．  
② 問題や問題に関連していることを述べている箇所を抜き出す．フ
ィールドノーツの記述については，教員の発言箇所を抜き出す．  
③ ②のデー タを発言内容単位で切片化する．  
④ ③の切片化したものから，1 つの意味を持つ内容のカード (TOC 理
















は，論理的アンドといわれる記号で関係を表現する (図 4-2)．  
また，カードとカードの間に論理的に飛躍がある場合は，フィー
ルドノーツを参照しながら新たにカード (本研究の図 4-4においては













































































ならばⅠ -3(教室移動が多い )というように IF-THEN の論理構造に
従って，下から上に向かって読んでいく．そして，もしⅠ -3(教室移
動が多い )ならばⅠ -7(生徒との接点が少ない )になる．また，Ⅰ -1(授
業形態が選択制 )ならばⅠ -4(自分の HR の生徒を授業で担当してい
ない )になり，Ⅰ -8(朝と帰りの HR でのみ生徒と会う )になる．この
Ⅰ -7(生徒との接点が少ない )とⅠ -8(朝と帰りの HR でのみ生徒と会
う )が合わさって，Ⅰ -11(自分の HR の生徒を知らない )になる．  
 
6. 結果と考察  
教員の認識していた現状問題構造 (図 4-4，4-5)から大きく 4 つの群を見
出すことができた．  
先述のように IF-THEN の論理で作成された現状問題構造図は，下から










 なお，各群では図を参照することとし， IF-THEN の構造に従った個別
のカード流れについての詳述を略す．  
 42
 Ⅰ教員のストレスと多忙  
 Ⅰ群は，主にⅠ -1(授業形態が選択制 )，Ⅰ -2(HＲは 3 年間持ち上がり )，
Ⅰ -5(副担任は HR 運営に関わらない )，Ⅱ -1(教員の居場所が多い )の 4 つ
のカードが根本的要因になり発生していた．  









































































































































































員と生徒，生徒と生徒間の人間関係を保障するため，担任による HR の 3
年間の持ち上がり制が採用されてきた．しかしながらこの制度によってⅠ
-6 (HR 変えがない )になり，またⅠ -5(副担任は HR 運営に関わらない )と
合わさって，同僚教員のⅠ -9(他の HR の生徒の様子を知らない )という状
況を招いていた．  






も同僚に相談しにくい )という状況を生み出すと推察された．  
またⅠ群はこれらの他に，Ⅱ群のカードの影響も受けていた．例えば，
Ⅱ -1(教員の居場所が多い )から，Ⅱ -4(教員同士の連絡が難しい )になり，
Ⅰ -14(自分の HR の生徒の出欠確認が大変 )になり，先述の状況と合わさっ



















Ⅱ協働の困難さ (個人主義的傾向 )  
 Ⅱ群の根本的要因は，主にⅡ -1(授業形態が選択制 )，Ⅱ -3(会議が多い )















さ (個人主義的傾向 )を招いていると捉えられていた．  
 
Ⅲトップダウン的経営  













向 )が現れる．このⅣ -5 とⅣ -4(個性尊重の学校方針 )と
の間で教員はジレンマに陥ると捉えられていた (図
4-5)．  



































(個人主義的傾向 )，Ⅲトップダウン的経営の 3 つの群を形成する構造であ
った (図 4-4)．そして，それらの問題群の状況を包括する形で，更にⅣ大
学受験制度と学校方針の間でのジレンマという問題 (図 4-5)を形成してい















る．ハウス制が課題の要因の 1 つであるならば，学校規模の問題 (大規模






























































































 第 5 章 単位制高校における事例研究 Ⅰ  
 
1. はじめに  















(課題 )を明らかにすることができると考えた．  
 





3. 対象  
3.1. 調査校の概要  





生徒の在籍状況は， 1 学年 4 クラス，男子 64 名，女子 423 名の計 487
名，教員 (常勤 )は 37 名，非常勤講師は 70 名，職員は 7 名であった (2003
年 4 月 1 日現在 )．  
 
3.2. 調査協力教員  
調査者が研究の主旨を説明して調査への協力を依頼した際に，学校側か
ら協力の申し出をいただいた教員 7 名であった．７名の教職歴は 5～ 18
年目で，年代は 30 代中盤～ 40 代後半であった．  
調査人数が少数であるので，個人の特定を防ぎ，プライバシーを保護す
るために，教員の教職歴，年代，学校での役割を個別に詳述せず，本章に
おいても必要に応じて言及することに留める．   
 
4. 方法  
以下の手順で研究を行った．なお，カッコ内は研究方法である．  
① 教員の仕事の時間量と内容を明らかにする． (ワークシート ) 
② 教員が認識している仕事上の課題を捉える． (インタビュー ) 
③ ①と②のデータより，教員組織からみた学校組織運営上の課題を考察
する．  
④ 学校組織運営上の課題を図として示す．  
 
4.1. ワークシート  
教員にワークシートを渡し，1 日の仕事内容と時間帯を記入していただ
いた．ワークシートの記入期間は，1 週間単位で，2 回 (2003 年 6 月 25 日
～ 7 月 1 日， 7 月 7 日～ 7 月 13 日 )の合計 2 週間分であった．  
 





間は， 2003 年 6 月 25 日～ 7 月末であった．  
 
5. 結果と考察  
5.1. ワークシート  
 ワー ク シ ー ト
は図 5-1 のよう
に，仕事の開始か
ら 終 了 ま で を 1
つ の ま と ま り と
し て 数 え た も の
(仕事の度数 )と 1
つ の 仕 事 に 要 し
た時間の長さ (時間量 )で集計した．  
6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:0












ワークシートに記入された仕事は，2 週間で 103 種類であった．これら
を KJ 法を参考に，仕事の内容別に 9 つのカテゴリに分類した (表 5-1)．  
分類した各カテゴリについて，仕事内容の具体例を次に挙げる．  
「 1.校務分掌関連の仕事」は，時間割の作成や文化祭に関する打ち合わ
せ，職員会議等で，「 2.HR 関連の仕事」には，HR 関連の事務的な仕事や

























処理している．「 9.その他」は，例えば朝の清掃の監督等， 1 から 8 まで
のどのカテゴリにも分類できないものとした．  
以降，結果を 1.仕事の度数，2.仕事時間と内容，3.授業以外の時間に見
る教員の仕事パタンの 3 つの観点から分析する．  
 
5.1.1. 仕事の度数  
図 5-2 は，各教員に 1 日の仕事を記入していただき，仕事の数を 2 週間
分数えて，表 5-1 で示した９つのカテゴリで内容別に分類して集計したも
のである．  
 ここから分かるように，「 1.校務分掌関連の仕事」と「 4.授業関連の仕
事」の度数が多い．校務分掌関連の仕事が， 3 番目に度数の多い「 9.その
他」を除き， 4 番目の「 2.HR 関連の仕事」以降を大きく引き離している
ことが特徴的である．  







































































1 2 3 4 5 6 7 8 9
校務分掌関連 HR関連 学年関連 授業関連 教科関連 学科関連 部活関連 複数の仕事 その他 合計
教員 a 度数 15 14 2 23 2 8 64
23.40% 21.90%3.10%35.90% 3.10%12.50% 100.0%
b 度数 15 12 1 19 9 11 67
22.40% 17.90%1.50%28.40%13.40% 16.40% 100.0%
c 度数 15 3 21 5 1 6 21 72
20.80% 4.20%29.20% 6.90% 1.40% 8.30%29.20% 100.0%
d 度数 21 10 32 1 7 15
24.40% 11.60% 37.20%1.20% 8.10% 17.40% 100.0%
e 度数 14 19 2 31 3 9 7 2 13 100
14.00% 19.00%2.00%31.00%3.00%9.00% 7.00% 2.00%13.00% 100.0%
f 度数 18 3 25 3 20 15 19 103
17.50% 2.90%24.30%2.90%19.40% 14.60%18.40% 100.0%
g 度数 35 1 4 56 6 5 21 128
27.30% 0.80%3.10%43.80%4.70% 3.90% 16.40% 100.0%
合計 度数 133 46 25 207 22 34 20 25 108 620







教員を GroupA 担任 (3 名 )，GroupB 担任でない教員 (4 名 )に分類した． 
表 5-3 から，各グループの上位４つを列挙すると，担任 (GroupA)は，  
1. 授業関連の仕事  31.6％，  
2. HR 関連の仕事  19.5％，  
3. 校務分掌関連の仕事  19.0％，  
4. その他 13.9％であり，  
担任でない教員 (GroupB)は，  
1. 授業関連の仕事  34.4％，  
2. 校務分掌関連の仕事  22.9％，  
3. その他 19.5％，  











次に，教員 (7 名 )を Group1 一般科目担当教員 (4 名 )，Group2 専門科目
担当教員 (3 名 )の 2 グループに編成した．  
表 5-4 から，両グループの上位 4 つを列挙すると，一般科目担当教員
(Group１ )は，  
1. 授業関連の仕事  37.7％，  
2. 校務分掌関連の仕事  24.9％，  
3. その他 15.9 ，  
4. HR 関連の仕事  7.8％であり，  
専門科目担当教員 (Group2)は，  
1. 授業関連の仕事  28.0％，  
2. その他 19.3％，  
3. 校務分掌関連の仕事  17.1％，  
1 2 3 4 5 6 7 8 9
校務分掌関連 HR関連 学年関連 授業関連 教科関連 学科関連 部活関連 複数の仕事 その他 合計
GroupA 度数 44 45 5 73 12 9 7 4 32 231
担任 19.00% 19.50%2.20%31.60% 5.20%3.90%3.00%1.70%13.90%100.0%
GroupB 度数 89 1 20 134 10 25 13 21 76 389
担任以外 22.90% 0.30%5.10%34.40% 2.60%6.40%3.30%5.40%19.50%100.0%




1 2 3 4 5 6 7 8 9
校務分掌関連 HR関連 学年関連 授業関連 教科関連 学科関連 部活関連 複数の仕事 その他 合計
Group1 度数 86 27 17 130 16 12 2 55 345
一般科目担当 24.90%7.80% 4.90%37.70%4.60% 3.50% 0.60%15.90%100.00%
Group2 度数 47 19 8 77 6 34 8 23 53 275
専門科目担当 17.10%6.90% 2.90%28.00%2.20%12.40%2.90% 8.40%19.30%100.00%
合計 度数 13 46 25 207 22 34 20 25 108 620





































































5.1.2. 仕事時間と内容  
 調査期間中の 2 週間分の仕事時間を集計したものが図 5-4 である．図
5-2 の仕事の度数と図 5-4 の仕事時の時間量を降順に比較すると，「 4.授業
関連の仕事」，「 1.校務分掌関連の仕事」，「 9.その他」という上位 3 つのカ
テゴリまでは同じ順位で，ここまでは仕事の度数と時間量は比例している．
仕事の度数が多くなると，それだけ時間も多くかかっている．4 番目から
はおおむね同じ順位であるが，「 2.HR 関連の仕事」と「 3.学年関連の仕事」







































































 表5-5 は，図 5-4 をもとに，仕事の内容のカテゴリ別に 1 人あたり 1 日
分の仕事時間を算出したものである．最も多い授業関連の仕事には，教員
1 人あたり 1 日 283.7 分の時間をかけており，  1 日におよそ 3 時限 (1 時
限は 90 分 )の授業を行っていることになる．次に，校務分掌関連の仕事に
























































5.1.3. 授業以外の時間に見る教員の仕事パタン  
教員が 1 日に行っている仕事から，時間数が固定されている授業時間を


































5.2. インタビュー  



































B 高校は， 1 時限 90 分制を採用している．従来校よりも 2 倍程度の授
業時間の長さである．教員は，その時間の長さに対応した授業内容にする

































が非常に多い．これは，常勤の教員 37 名に対して，非常勤講師は 70 名と
いうことからも明らかであるが，教員と講師が連携しながら，生徒の到達
度とニーズに合うよう，必要に応じて，学科ごとに独自のカリキュラムを
提供している．そのより一層の充実が課題となっていた．   
 









6. 総合考察  
これまでの結果と考察を踏まえて，教員の仕事から捉えた学校組織運営
上の課題を図 5-6 のように示した．この図 5-6 は，インタビュー結果より
得られた教員の認識している課題 (表 5-7)が学校組織運営のどの部分から
派生していると考えられるかを検討しながら，ワークシートの集計結果
(図 5-3，図 5-5)と組み合わせて作成したものである．  
 62









































































































第 6 章 単位制高校における事例研究 Ⅱ  
 
1. はじめに  























営を動的な過程として捉え (Weick 邦訳 1997)，その課題がどのように生まれ
ているのかということを学校システムとの連関の中で捉えることを試みる．  
                                                  
13 一般科目は英，数，国等，専門科目は美術，映像等である．  
 66
 3. 対象  
3.1.  調査期間  
2004 年 10 月中旬～ 12 月下旬であった．  
 
3.2.  調査校の概要  
調査校の概要は第 5 章と同じであるが，本研究の調査研究時点の生徒の
在籍状況は， 1 学年 4 クラス，男子 60 名，女子 433 名の計 493 名，教員
(常勤 )は 37 名，非常勤講師は 70 名，職員は 7 名であった (2004 年度現在 )．  
 










4. 方法  










 4.2.  データ収集の方法  
 各教員にワークシート (図 6-1)を渡し， 1 日の仕事内容と時間，仕事を
行なった場所，仕事を一緒に
入期間は 1 ヶ月間に 1 週間
単位で 1 回 (2004 年 10 月 18
日～ 24 日， 11 月 15 日～ 21































































 5. ワークシートの結果と考察  
5.1.  B 高校の教員の仕事の特徴  
記入された教員の仕事は， 1 つの仕事に要した時間で集計した．また，













あったため 12 月分を除き， 10， 11 月分を取り扱









































5.2.  教員の属性と仕事の内容の関連  
                                                  
















校務分掌 ＨＲ 学年 授業 教科 学科 部活 複数 その他 計(分)
1 担 一般 1845 480 855 1280 ― ― 600 185 240 5485
2 副 一般 1700 20 285 2055 ― ― ― 230 60 4350
3 副 一般 685 15 625 1495 480 ― ― 45 360 3705
4 主 一般 135 ― 1090 3390 60 ― ― 430 30 6335
5 学年外 一般 2290 ― ― 2030 50 ― ― ― ― 4370
6 学年外 専門 2095 ― ― 690 295 1915 ― ― 125 5120
7 学年外 専門 3860 ― ― 1925 30 210 ― 220 ― 6245
8 担 専門 710 475 75 2960 ― 2475 ― 330 135 7160
9 担 専門 495 150 700 1085 ― 3230 ― 60 80 580
10 担 専門 1215 460 320 1850 ― 1305 ― 1810 140 7100





5.3.  仕事の行われ方の特徴  
校内での仕事の場所は，各教員の学校内の居場所 (例えば，職員室，各































会 選 挙 の 準 備 等
が 重 な り 多 か っ
た． 11 月は生徒
会 の 選 挙 と 専 門
学 科 に 関 連 す る
学 外 イ ベ ン ト へ
























































































































ため，学科関連の仕事が 10 月よりも多かった．12 月の学科関連の仕事に









仕事の総和を見ると 10 月と 11 月の差は教員１人あたり 1 日約 70 分減少







6. インタビューの結果と考察  
 インタビューデータの分析手順は以下の通りである．  
①  教員のインタビューデータを文字化し，プロトコルデータとした．  




文章 1 機能単位でカード化した (カード数 :300)．以下のカテゴリ分類に
おいても 3 名で分類を行い同様の手続きに従っている．  
③  これらのカードを「事実の説明」と「教員の解釈」の大きく 2 つに分





81(27％ )であった．  
④  「事実の説明」に関しては，分類してカテゴリを作成した．  
⑤  「教員の解釈」に関しては，内容分析を行った (表 6-5， 6-6)．  
特に「教員の解釈」に関しては，教員の仕事に対する意味づけを明ら
かにするために内容分析を行った．内容分析は要約されたカードの文章
を主語を表す content(内容 )と動詞を表す form(形態 )に分けて類型化を
行うものである (Krippendorff 邦訳 1989， pp.87-89.)．つまり，教員が
インタビューにおいて，どのような仕事内容について述べているかが
content であり，その content に対して教員自身がどのように解釈して
いたかが form となる．このように教員がどのような仕事内容 (content)
に対してどのように解釈しているか (form)を一覧性のある対応表にす
ることで，教員が認識していた課題を体系的に捉えることを目指した
(表 6-6)．また更に，教員の解釈傾向をより明確にするために form のデ
ータを 1)課題把握的傾向 (negative)，2)現状把握的傾向 (neutral)，3)現
状肯定的傾向 (positive)の 3 つに分けて整理した．  
 













































査の結果 (5.3. 参照 )より，教員が比較的個人レベルで仕事を行っている可
能性が推察された．  
このような教員の仕事形態は，教員組織が個々人で仕事を行う個業型組
織である (佐古 1999， 2003， 2006)と従来から指摘されてきたように，B
高校に特有の事柄ではない．しかし，B 高校においては，教員の「 (教員 )1
人なんかこうキャストで言う，舞台で言うと (1 人 )2 役ぐらいかなって，1
つということは絶対ないなって (a 先生 /04.10.25/(  )内筆者補足．以下同



























































































また，form も同様に 14 のカテゴリに分けられた．この content カテゴ
リと form カテゴリをそれぞれ対応させて表 6-6 とした．表 6-6 において
form カテゴリを①課題把握的傾向，②現状把握的傾向，③現状肯定的傾
向の 3 つに整理した結果， 81 データのうち①が 53(65.4％ )，②が






















































学科(21) 3 2 1 1 3 2 3 3 2 1
教員の仕事(18) 3 4 1 2 6 1 1
学校システム(10) 2 2 2 2 1 1
生徒との関わり(8)1 1 1 1 3 1
担任の仕事(6) 2 1 2 1
一般科目(6) 1 2 2 1
事務的仕事(4) 1 3
教員の裁量権(4) 1 1 1 1







content/form大変・負担 ～ない(否定形)課題 多忙 差異・ズレ困難 困惑 少ない 責任 計
学科 3 2 1 1 3 2 12
教員の仕事 3 4 1 2
学校システム 2 2 2 2 1 9
担
10
任の仕事 2 1 2




進路指導 1 1 2 4
教員の裁量権 1 1 2
生徒との関わり 1 1 2



























































































いるのかなっていうね (a 先生 /04.12.17)．」  
っているうちに自分とは合わないとかね，そういうところ (芸術系か
ら一般大学受験への進路変更した生徒 ) のフォローは，これからの課












. まとめ  
章でも明らかになったように本章においても，専門学科を有
す































































 結章 総括と今後の課題  

















リサーチ型の研究の実施の 3 点の重要性と必要性が明らかになった．  
第 2 に，教員組織と企業組織の形態の比較を行った結果，学校組織は，
業 織の社員の職能にあたるものとして，教員の専門教科と校務分掌を，
また製品にあたるものとしては，カリキュラムと生徒 (指導 )という 2 つの
基準を持っていることが推察された．  











































































が職員室と研究室等 2 つ以上ある．  
る．  
ある．  
位とする学年 (年次 )組織が比較的弱い．  
員の担う割合も
〔仕 り〕  
























?  副担任の教員は事務的仕事を行い，HR をあまり共同運営し
織運営の主導部〕  
・ 学系，学科の教員組




























専 門 性 の 強
い 組 織 形 態
が 望 ま し い
と 考 え ら れ
る ( 図  組 織
形 態 の バ ラ
ンス参照 )．
こ の バ ラ ン
ス を 考 慮 し
て 組 織 形 態
を デ ザ イ ン
す る 必 要 性
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そして何よりも，調査にご協力いただきました A 高校，B 高校の先生方に心からの
感謝を捧げます． 
2008年１月 山本 裕子 
